●日高村住宅耐震改修促進費補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　この告示は、日高村補助金交付規則（平成22年日高村規則第16号。以下「規則」という。）第20条の規定に基づき、日高村住宅耐震改修促進費補助金の交付に関し必要な事項を定めるものとする。
（目的）
第２条　この告示は、日高村内にある既存住宅の耐震改修設計及び耐震改修工事並びに段階的耐震改修工事を行う者に対し、予算の範囲内において、その費用の一部を補助することにより、既存住宅の耐震改修の促進を図り、地震発生時の住宅の倒壊等による被害を軽減することを目的とする。
（用語の定義）
第３条　この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1) 　既存住宅　昭和56年5月31日以前に建築された住宅（人の居住の用に供する建築物（建築基準法（昭和25年法律第201号）第2条第1号に規定する建築物をいう。以下同じ。戸建て、長屋及び共同住宅で、併用住宅を含み持ち家又は貸家の別を問わない。）をいう。ただし、次に掲げるものを除く。
ア　国、地方公共団体その他の公の機関が所有するもの
イ　販売を目的とするもの
(２) 　既存木造住宅　既存住宅のうち、木造（在来工法（軸組構法及び伝統構法をいう。）又は枠組壁工法）の住宅をいう。
(３) 　既存非木造住宅　既存住宅のうち、鉄骨造、鉄筋コンクリート造及びこれらの構造と木造との混構造の住宅をいう。
(４)　木造住宅耐震診断　改訂版高知県木造住宅耐震診断マニュアルに基づき耐震診断士が実施する耐震診断をいう。
　(５)　非木造住宅耐震診断　既存非木造住宅の地震に対する安全性を構造設計一級建築士等が評価することをいう。
　(６)　上部構造評点　改訂版高知県木造住宅耐震診断マニュアルに基づく耐震診断による評点をいう。
　(７)　耐震診断士　高知県木造住宅耐震診断士登録制度要綱に基づき登録された建築士をいう。
(８)　登録設計事務所　高知県木造住宅耐震化促進事業者登録制度要綱に基づき登録された建築士事務所をいう。
(９)　構造設計一級建築士等　建築士法(昭和25年法律第202号)第10条の２の２第３項の規定により構造設計一級建築士証の交付を受けた建築士又は耐震改修支援センター（一般財団法人日本建築防災協会）の「耐震診断、耐震改修を実施する建築士事務所」一覧に掲載されている建築士事務所に所属する建築士をいう。
(10)　耐震改修設計　地震に対する安全性の向上を目的として実施する補強工事の設計図書（計画書、積算見積書を含む。）の作成（既存木造住宅については登録設計事務所に所属する耐震診断士が、既存非木造住宅においては構造設計一級建築士等が行ったものに限る。）をいう。
(11)　登録工務店　高知県木造住宅耐震化促進事業者登録制度要綱に基づき登録された工務店をいう。
(12)　耐震改修工事　地震に対する安全性の向上を目的として実施する補強工事を含む改修工事（既存木造住宅については登録工務店が行ったものに限る。）をいう。
(13)　耐震改修緊急支援事業　国が耐震化の緊急支援として実施する住宅の耐震化緊急支援事業により補助金額を拡充する事業をいう。
(14)　「住宅段階的耐震改修支援事業」とは、既存木造住宅のうち戸建及び併用住宅の耐震改修工事を段階的に行うために要する費用の一部を当該住宅の所有者等に対して補助する事業をいう。
（補助対象者）
第４条　この補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号の全てに該当するものとする。
(１)　現に居住の用に供している住宅の所有者であること。ただし、住宅の所有者と親子関係にある者等村長がやむを得ないものとして認めた者はこの限りでない。
(２)　県税及び日高村における税等を滞納していない者であること。
（補助対象事業）
第５条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、補助対象者が行う日高村内の既存住宅の耐震改修設計及び耐震改修工事並びに段階的耐震改修工事で、別表第１、別表第２、別表第３に定める要件を満たすものとする。ただし、段階的耐震改修工事については、日高村住宅段階的耐震改修支援事業費補助金交付要綱において別に定めるものとする。
２　補助対象者が行う補助対象事業のうち、耐震補強に明らかに寄与しない設計又は工事がある場合は、これに係る経費を分離して算定するものとする。
（補助対象経費及び補助金額）
第６条　補助対象となる経費及び補助金額は別表第１、別表第２、別表第３に定めるとおりとする。
（補助金交付申請）
第７条　補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」という。）は、耐震改修設計費補助金交付申請書（様式第１号）又は耐震改修工事費補助金交付申請書（様式第２号）に、その申請の区分に応じて次に掲げる関係書類を添えて村長に提出しなければならない。
(１)　耐震改修設計費補助金交付申請
ア　耐震診断報告書（写し）
イ　耐震改修設計費見積書（内訳が記載されているものに限る。）
(２)　耐震改修工事費補助金交付申請
　　　ア　耐震診断報告書（写し）。ただし、前号により提出済みのものと同一の場合は、省略することができる。
　　　イ　位置図、配置図、平面図等（改修内容の記載されたもの）。ただし、第10条第１号アにより提出済みのものと同一の場合は、省略することができる。
　　　ウ　耐震改修工事後の想定耐震診断報告書。ただし、第10条第１号イにより提出済みのものと同一の場合は、省略することができる。
　　　エ　耐震改修工事費見積書（内訳が記載されているものに限る。）
　２　申請者が補助金の交付申請をするに当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。）がある場合には、これを減額して交付申請しなければならない。
３　村長は、第１項の申請書を受理した後、必要に応じて現地調査等を行うことができるものとし、申請者はこの現地調査等に協力しなければならない。
（補助金交付決定）
第８条　村長は、前条第１項の申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、耐震改修（設計・工事・段階的改修）費補助金交付決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。ただし、当該申請をしたものが別表第４に掲げるいずれかに該当すると認めるときを除く。
２　村長は、前項の審査により補助金の交付が適当でないと認めたときは、その旨を書面で申請者に通知するものとする。
３　村長は、補助金の決定に際し、必要な条件を付することができる。
（補助内容の変更等）
第９条　前条により補助金交付決定通知書を受理した申請者（以下「補助決定者」という。）は、補助事業の内容を変更する場合、耐震改修（設計・工事・段階的改修）費補助金変更申請書（様式第４号）を村長に提出するものとする。ただし、軽微な変更（補助対象事業費の30パーセント以内の減額または補助対象事業間の配分の変更）は、この限りでない。
２　村長は、前項の申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、耐震改修（設計・工事・段階的改修）費補助金変更決定通知書（様式第５号）により補助決定者に通知するものとする。
（実績報告）
第10条　補助決定者が補助事業を完了したときは、完了の日から起算して30日を経過した日又は当該年度に属する３月25日のいずれか早い日までに、耐震改修設計費補助金実績報告書（様式第７号）に、その補助金の区分に応じて次に掲げる関係書類を添えて村長に提出しなければならない。
(１)　耐震改修設計費補助金実績報告書
ア　位置図、配置図、平面図等（改修内容の記載されたもの）
　　イ　耐震改修工事後の想定耐震診断報告書　
　　ウ　耐震改修設計請負契約書（写し）
エ　耐震改修設計代金請求書又は領収書（写し）
オ　耐震改修工事費見積書（内訳が記載されているものに限る。）
(２)　耐震改修工事費補助金実績報告書
ア　改修工事後の耐震診断報告書
　　イ　竣工図（改修内容の記載されたもの）
　　ウ　写真（耐震改修工事の内容が確認できるもの）
　　エ　工事請負契約書（写し）
　　オ　工事代金請求書又は領収書（写し）
（補助金の確定及び交付）
第11条　補助金の確定に係る通知は、耐震改修（設計・工事・段階的改修）費補助金確定通知書（様式第８号）により補助決定者に通知するものとする。
２　補助決定者は、補助金の交付を受けようとするときは、耐震改修（設計・工事・段階的改修）費補助金交付請求書（様式第９号）を村長に提出しなければならない。
３　補助決定者が、前項の補助金交付を請求するにあたり、その請求及び受領を登録事業者に委任する場合は、補助金交付請求書に、代理請求及び代理受領委任状（様式第10号）を添付しなければならない。この場合において、前項中「補助決定者」とあるのは「登録事業者」と読み替えるものとする。
（補助金の交付決定の取消し）
第12条　村長は、申請者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
(１)　偽りその他不正の手段によって補助金の交付を受けたとき。
(２)　補助金を補助事業の目的以外に使用したとき。
(３)　不当と認められる方法によって補助事業を実施したとき。
（４） 補助事業を中止又は廃止したとき。
（５） 補助決定者（又は間接補助事業者）が別表第４に掲げるいずれかに該当すると認められるとき。
（６） 前各号に掲げるもののほか、補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他この要綱に基づく命令に違反したとき。
２　村長は、前項の規定による取消しをしたときは、その旨を書面で申請者に通知するものとする。
（補助金の返還）
第13条　村長は、前条の規定に基づき補助金の交付の決定を取消した場合において、補助事業の当該取消しに係る部分に関し既に補助金を交付しているときは、期限を定めて、その返還を命じなければならない。
（耐震改修工事の証明）
第14条　前第８条の規定による交付決定を受けた申請者が、平成18年１月１日から令和４年３月31日までに耐震改修工事を完了し、固定資産税の軽減措置を受けようとするときは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第１５条の９第１項の規定に基づく証明申請書(様式第11号)により村長に申請しなければならない。
２　村長は、前項の申請書に記載された内容を審査し、適当と認めたときは、これを証明するものとする。
（書類の保管）
第15条　補助事業者等は、補助事業に係る帳簿及び関係書類を整備するとともに、補助事業の完了した日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。
（その他）
第16条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、村長が別に定める。
附　則
（施行期日）
１　この告示は、平成23年9月16日から施行する。
　（経過措置）
２　この告示の施行前に、日高村木造住宅耐震改修計画作成費補助金交付要綱（平成19年日高村告示）及び日高村木造住宅耐震改修費等補助金交付要綱（平成19年日高村告示）の規定によりなされた処分、手続、その他の行為は、この告示の相当規定によりなされたものとみなす。
３　高知県木造住宅耐震診断マニュアルの基準に基づき実施された木造住宅耐震診断の結果は、引き続きこの告示に定める木造住宅耐震診断の結果とみなすことができる。この場合、報告書の総合評点を上部構造評点のうち最小の値であるものとする。
（日高村木造住宅耐震改修計画作成費補助金交付要綱の廃止）
４　日高村木造住宅耐震改修計画作成費補助金交付要綱は、廃止する。
（日高村木造住宅耐震改修費補助金交付要綱の廃止）
５　日高村木造住宅耐震改修費補助金交付要綱は、廃止する。
附　則
（施行期日）
１　この告示は、平成24年2月1日から施行する。
附　則
（施行期日）
１　この告示は、平成27年4月1日から施行する。
附　則
（施行期日）
１　この告示は、平成27年9月1日から施行する。
　　附　則
（施行期日）
１　この告示は、平成28年4月1日から施行する。
　　附　則
（施行期日）
１　この告示は、平成29年4月1日から施行する。
附　則
（施行期日）
１　この告示は、平成30年7月1日から施行する。
附　則
（施行期日）
１　この告示は、令和２年４月１日から施行する。
附　則
（施行期日）
１　この告示は、令和３年４月１日から施行する。
別表第１（第５・６条関係）
	対象とする
住宅の種類
	既存木造住宅

	補助事業名
	住宅耐震改修設計費補助事業
	住宅耐震改修工事費補助事業

	補助対象
経費等
	既存木造住宅の所有者が登録設計事務所に依頼して行った耐震改修設計に要した経費
	既存木造住宅の所有者が登録工務店に依頼して行った耐震改修工事に要した経費

	
	補助金限度額

	
	戸建住宅及び
併用住宅
	共同住宅及び長屋
	戸建住宅及び
併用住宅
	共同住宅及び長屋

	
	350,000円／棟
	650,000円／棟
	1,250,000円／棟
	750,000円／戸かつ
2,151,000円／棟

	
	ただし、住宅段階的耐震改修支援事業を利用する住宅については、既に交付を受けた補助金925,000円との差額までとする。
また、耐震補強に明らかに寄与しない設計・工事で費用を分離すべきものは、当該設計・工事を分離して算定し補助対象経費から除外する。

	
	補助金の額に1,000円未満の端数を生じた場合は、これを切り捨てる。

	補助要件
	次に掲げる事項の全てに該当するもの

	
	①耐震診断士が設計するもの
	①住宅の所有者が選任した耐震診断士が耐震改修工事の現場確認等を実施するもの

	
	②耐震診断士が日高村木造住宅耐震診断事業の結果、上部構造評点のうち最小の値（以下「評点」という。）が1.0未満と診断された住宅にかかるもの又は耐震診断士が精密診断法により診断した結果、上部構造評点が1.0未満と診断された住宅に係るもの

	
	③耐震診断士が認定ソフトの精密診断法により診断し、改修後の評点が１．０以上となるもの又は県が別に認めたもの
	③次のいずれかに該当するもの
ア　標準型
認定ソフトの精密診断法により診断し、改修後の評点が１．０以上となるもの
イ　１階改修型
認定ソフトの精密診断法により診断し、改修後の１階部分の上部構造評点が１．０以上となるもの
ウ　特殊型
ア又はイと同等以上の耐震性があると県が認めたもの

	
	④当該設計により改修工事を行うもの。ただし、やむを得ない事情がある場合は、この限りでない。
	

	
	対象となる既存木造住宅に、明らかな法令違反がないこと。ただし、耐震改修工事に伴い、法令違反を是正する場合を除く。


別表第２（第５・６条関係）
	対象とする
住宅の種類
	既存非木造住宅

	補助事業名
	耐震改修設計費補助事業
	耐震改修工事費補助事業

	補助対象
経費等
	既存非木造住宅の所有者が建築士事務所等に依頼して行った耐震改修設計に要した経費
	既存非木造住宅の所有者が工務店等に依頼して行った耐震改修工事経費

	
	補助金限度額

	
	

	
	戸建住宅及び
併用住宅
	共同住宅及び長屋
	戸建住宅及び
併用住宅
	共同住宅及び長屋

	
	
	
	
	

	
	350,000円／棟
	650,000円／棟
	1,250,000円／棟
	750,000円／戸かつ
2,151,000円／棟

	
	耐震補強に明らかに寄与しない設計・工事で費用を分離すべきものは、当該設計・工事を分離して算定し補助対象経費から除外する。

	
	補助金の額に1,000円未満の端数を生じた場合は、これを切り捨てる。

	補助要件
	次に掲げる事項の全てに該当するもの

	
	①構造設計一級建築士又は二級建築士が設計するもの
	①構造設計一級建築士又は二級建築士が耐震改修工事の現場確認等を実施するもの

	
	②非木造住宅耐震診断事業の結果、「安全でない」と判断された住宅に係るもの

	
	③耐震改修計画について構造設計一級建築士又は二級建築士により「安全性」が確認されたもの
	③耐震改修工事について構造設計一級建築士又は二級建築士により「安全性」が確認されたもの

	
	④当該設計により改修工事を行うもの。ただし、やむを得ない事情がある場合は、この限りでない。
	

	
	対象となる既存非木造住宅に、明らかな法令違反がないこと。ただし、耐震改修工事に伴い、法令違反を是正する場合を除く。


別表第３（第５・６条関係）
	補助事業名
	住宅段階的耐震改修支援事業

	補助対象
経費
	既存木造住宅（戸建住宅及び併用住宅に限る）の所有者が登録工務店に依頼して段階的
に行う木造住宅耐震改修工事に要する経費

	
	限度額

	
	648,000円/棟

	
	耐震補強に明らかに寄与しない工事で費用を分離すべきものは、当該工事を分離して算
定し補助対象経費から除外する。

	補助要件
	次に掲げる事項のすべてに該当するもの

	
	１　住宅の所有者が選任した耐震診断士が耐震工事の現場確認等を実施するもの

	
	２　木造住宅耐震診断事業の結果上部構造評点のうち最小の値（以下「評点」という。
）が0.7未満と診断された住宅、高知県建築物耐震対策緊急促進事業費補助金交付要綱
第3条第1項の規定に基づく耐震診断費補助事業の結果Iw値が0.7未満と診断された住
宅又は耐震診断士が精密診断法により診断した結果評点が0.7未満と診断された住宅に
係るもの

	
	３　認定ソフトの精密診断法により診断し、改修後の評点が0.7以上となるもの

	
	４　申込時に、段階的耐震改修事業を行う理由書、及びいずれ上部構造評点を1.0以上
にする工事を行うことの誓約書が提出されていること。

	
	５　対象となる既存木造住宅に、明らかな法令違反がないこと。ただし、耐震改修工事
に伴い、法令違反を是正する場合を除く。


別表第４(第８条、第12条)
（１）暴力団（日高村暴力団排除条例（平成22年条例第９号。以下「暴排条例」という。）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。
（３）その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含み、法人以外の団体にあっては、代表者、理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。以下同じ。）が暴力団又は暴力団員であるとき。
（４）暴力団又は暴力団員がその事業活動を支配しているとき。
（５）暴力団又は暴力団員をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用しているとき。
（６）暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与しているとき。
（７）いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団及び暴力団員に対して、金銭、物品その他財産上の利益を与え、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与したとき。
（８）業務に関し、暴力団又は暴力団員が経営又は運営に実質的に関与していると認められる者であることを知りながら、これを利用したとき。
（９）その役員が、自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の利益を図り、又は第三者に損害を加えることを目的として、暴力団又は暴力団員を利用したとき。
（10）その役員が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。
様式第１号（第７条関係）
　年　　月　　日
日高村長　　　　　様
　〒
住　　所
　　　　　　　　　　　　　
電話番号
耐震改修設計費補助金交付申請書
　日高村住宅耐震改修促進費補助金交付要綱第７条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。
　この申請書及び添付書類に記載した内容を、個人が特定できない範囲内で耐震対策関連事業の普及・啓発目的で利用することに同意します。
記
１　交付申請額　　　金　　　　　　　　　円
２　耐震改修設計の概要
	耐震診断受診年度
	

	住宅所在地
	

	耐震診断時の評点
	

	耐震改修設計費（見積額）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	耐震改修設計費補助金
	円(予定)

	耐震改修設計を依頼する耐震診断士もしくは構造設計一級建築士等
	

	所属する設計事務所等
	


（添付書類）
　(1) 耐震診断報告書（写し）ただし、第３条（4）に規定する耐震診断を行わず申請する場合にあっては、県税及び村税等の滞納がないこと、また、昭和56年5月31日までに建築したことを証明できるものを提出し、耐震診断士が実施した当該住宅に係る精密診断法による耐震診断報告書を後日提出するものとする。
　(2) 耐震改修設計費見積書（内訳が記載されたものに限る。）
様式第２号（第７条関係）
　　年　　月　　日
日高村長　　　　　様
　　　〒
住　　所
　　　　　　　　　　　　　
電話番号
耐震改修工事費補助金交付申請書
　日高村住宅耐震改修促進費補助金交付要綱第７条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申し込みます。
　この申込書及び添付書類に記載した内容を、個人が特定できない範囲内で耐震対策関連事業の普及・啓発目的で利用することに同意します。
　
記
交付申請額　　　金　　　　　　　　　円
	耐震診断受診年度
	　

	住宅所在地
	

	耐震改修工事を依頼する工務店等
	　　　　　

	耐震改修工事費（見積額）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	耐震改修工事費補助金
	円(予定)


（添付書類）
(1) 耐震診断報告書（写し）。ただし、耐震改修設計費補助金交付申請書提出時に添付済みのものと同一の場合は、省略することができる。
　(2) 位置図、配置図、平面図等（改修内容の記載されたもの）。ただし、耐震改修設計費補助金交付実績報告書提出時に添付済みのものと同一の場合は、省略することができる。
　(3) 耐震改修工事後の想定耐震診断報告書。ただし、耐震改修設計費補助金交付実績報告書提出時に添付済みのものと同一の場合は、省略することができる。
　(4) 耐震改修工事費見積書（内訳が記載されたものに限る。）
　
様式第３号（第８条関係）
第　　　　　号
年　　月　　日
　　　　　　　　　様
日高村長　　　　　　　　印
耐震改修（設計・工事・段階的改修）費補助金交付決定通知書
年　　月　　日付けで交付申請のありました耐震改修（設計・工事・段階的改修）費補助金については、日高村住宅耐震改修促進費補助金交付要綱第８条の規定により、下記のとおり交付することに決定しましたので通知します。
記
１　補助金交付決定金額　　　　金　　　　　　　　　円
　
２　交付の条件
(1) 日高村住宅耐震改修促進費補助金交付要綱を遵守すること。
(2) この決定通知に違反したときは、補助金の全部又は一部を返還させることがある。
(3) この補助金については、本村職員が調査し、又は監査委員が監査することがある。
３　耐震事業の実施と今後の手順
　(1) この通知を受け取った後は、いつでも耐震設計又は耐震改修（以下「耐震事業」という。）に着手していただいてかまいません。耐震事業を行う業者と日程を協議したうえで請負契約書を締結して、速やかに耐震事業の実施をお願いします。
　(2) 耐震事業の事業費が30パーセント以内の減額または補助対象事業間の配分の変更の場合は、村への変更手続きは不要ですが、それ以外の場合には速やかに「耐震改修（設計・工事・段階的改修）費補助金変更申請書（様式第４号）を提出してください。
　(3) 耐震事業が完了した場合は、その内容について業者から説明を受けて確認をお願いします。
　(4) 耐震事業を行った業者からの耐震事業請負費の請求に基づき、領収書と引き換えに耐震事業請負費を支払ってください。
　(5) 耐震事業が完了（業者からの請求のあった時点）しましたら、速やかに村に対して実績報告書（様式第６号又は様式第７号のいずれか）に当該書類の末尾に記載している書類を添付して提出してください。
　　注意：提出期限は、耐震事業請負業者への支払の日から30日を経過した日又は事業年度に属する３月25日のいずれか早い日となります。補助金の交付は、実績報告書の提出後に村から補助金の確定通知が出され、あなたがそれに対して補助金請求書を提出してからになります。
様式第４号（第９条関係）
　年　　月　　日
日高村長　　　　　様
　　　　　　〒
住　　所
　　　　　　　　　　　　　
電話番号
耐震改修（設計・工事・段階的改修）費補助金変更申請書
　耐震改修（設計・工事・段階的改修）費補助金変更申請書について、下記のとおり変更したいので、日高村住宅耐震改修促進費補助金交付要綱第９条第１項の規定により申請します。
記
	補助事業の変更の内容
	

	変更の理由
	

	補助事業の変更後の経費の所要額
	

	変更後の交付申請額

	


様式第５号（第９条関係）
第　　　　　号
年　　月　　日
　　　　　　　　　様
日高村長　　　　　　　印
耐震改修（設計・工事・段階的改修）費補助金変更決定通知書
年　　月　　日付けで変更申請のありました耐震改修（設計・工事・段階的改修）費補助金については、日高村住宅耐震改修促進費補助金交付要綱第９条第２項の規定により、下記のとおり変更して交付することに決定しましたので通知します。
記
	補助事業の変更の内容
	

	変更の理由
	

	補助事業の変更後の経費の所要額
	

	変更後の交付決定額
	


様式第６号（第10条関係）
　年　　月　　日
日高村長　　　　　様
〒
住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号
耐震改修設計費補助金実績報告書
　日高村住宅耐震改修促進費補助金交付要綱に基づく補助事業が完了しましたので、日高村住宅耐震改修促進費補助金交付要綱第10条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり報告します。
記
１ 交付精算額
金


円
　
２ 補助事業の概要
	耐震改修住宅の所在地
	

	耐震診断結果（改修前）
	

	耐震診断結果
（改修工事後の想定）
	

	耐震改修設計費支払額
	　　　　　　　　　　　　　

	段階的改修支援事業を検討したか
	した
	してない


　
３　添付書類
　(1) 位置図、配置図、平面図（改修内容の記載されたもの）
　(3) 耐震改修工事後の想定耐震診断報告書
　(4) 耐震改修設計請負契約書（写し）
　(5) 耐震改修設計代金請求書又は領収書（写し）
　(6) 耐震改修工事費見積書（内訳が記載されたものに限る。）
様式第７号（第10条関係）
　年　　月　　日
日高村長　　　　　様
　　　〒
住　　所
　　　　　　　　　　　　　
電話番号
耐震改修工事費補助金実績報告書
日高村住宅耐震改修促進費補助金交付要綱に基づく補助事業が完了しましたので、日高村住宅耐震改修促進費補助金交付要綱第10条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり報告します。
記
１　交付精算額
金


円
　
２　耐震改修工事の概要
	耐震改修住宅の所在地
	

	耐震診断結果（改修前）
	

	耐震診断結果（改修後）
	

	改修工事費支払額
	


　　
　３　添付書類
　 (1) 改修工事後の耐震診断報告書
　 (2) 竣工図（改修内容が記載されたもの）
　 (3) 写真（耐震改修工事の内容が確認できるもの）
　 (4) 工事請負契約書（写し）
　 (5) 工事代金請求書又は領収書（写し）
様式第８号（第11条関係）
第　　　　号
年 　月 　日



　様
　　
日高村長　　　　　　　　　　印
耐震改修（設計・工事・段階的改修）費補助金確定通知書
年　　月　　日付けで実績報告のあった耐震改修（設計・工事・段階的改修）費補助金については、日高村住宅耐震改修促進費補助金交付要綱第11条第１項の規定により、下記のとおり通知します。
記
１　確定交付金額　　　金　　　　　　　　　　　円
２　補助金の請求について
　　別添「耐震改修（設計・工事・段階的改修）費補助金交付請求書」に必要事項を記入し押印のうえ村に提出してください。補助金の交付は、当該請求書を村が受理した後、概ね30日以内に指定の口座へ振り込みとなります。
様式第９号（第11条関係）
年　　月　　日
日高村長　　　　　　　様
〒
住　　所
　　　　　　　　　　　　　
電話番号
耐震改修（設計・工事・段階的改修）費補助金交付請求書
　　　　年　　月　　日付け　　　日高総発第　　号により確定通知を受けた耐震改修（設計・工事・段階的改修）費補助金について、日高村住宅耐震改修促進費補助金交付要綱第11条第２項の規定により、下記のとおり請求します。
記
補助金交付請求金額　　　金　　　　　　　　　　　円
※上記補助金は次の金融機関の口座に振り込んでください。
	１
	フ 　リ 　ガ 　ナ
	

	
	口　 座　 名 　義
	

	２
	金　融　機　関　名
	（支店名）

	３
	口座の種類及び番号
	普通　・　当座
	No.


様式第１０号（第１１条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　日高村長　　　　　　　　様
代理請求及び代理受領委任状
　　私は、　　　年　　月　　日付　　日高総発第　　号によって補助金交付決定の通知を受けた補助金（金　　　　　　　　円）にかかる請求及び受領について、次のとおり委任します。
記
　　　　委任者（補助金申請者）
　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　
　　　　上記の権限の委任を受けることを承諾します。
　　　　　受任者（登録事業者）
　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　
様式第１１号（第12条関係）
地方税法附則第１５条の９第１項の規定に基づく証明申請書
申請者　住　所
電　話　　　　　　
]　
氏　名　　　　　　　　　　　印
家屋の所在地　　
　上記家屋に係る耐震改修が完了した日　　　　　　　
　　年　　月　　日
上記家屋が（１）及び（２）の要件を満たすことについて証明願います。
（１）地方税法施行令附則第12条第19項に規定する耐震改修が行われた家屋であること
（２）地方税法施行令附則第12条第18項に規定する当該家屋に係る耐震改修の費用の額が
50万円以上であること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
地方税法附則第１５条の９第１項の規定に基づく証明書
上記のとおり相違ないことを証明します。
　　年　　月　　日
日高村長　　　　　　　　　　　　　　印













　上記（1）のうち、村税等の滞納がないこと、建築年を証明する書類の代わりに、申込建築物の固定資産課税台帳登録状況及び申込者の村税等の納税状況を村が確認することに同意します。





住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


















